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1．はじめに
一人暮らし高齢者の地域での孤立化を防

ぐ目的で、高齢者と地域とのつながりを作
り、ニーズに応じた支援を行うことは過疎
地域に限らず都市部においても必要であ
る。都市部の特に早期に形成された住宅団
地においては、住民の移動や空き家増加に
伴う近隣環境変化や高齢者の更なる加齢に
対応した環境整備が大きな課題となってお
り、ソフトとハードの両面からの対応が求
められている。

鹿児島県は、65歳以上で一人暮らしの者
が65歳以上の人口に占める割合が全国２位
の22.8％で全国平均の16.4％を上回る。さ
らに65歳以上の女性は、全国平均の20.3％
に対し29.4％と大きく上回る１）。

本研究は、前報２）に続き、一人暮らし
高齢者の地域での人的交流と居住環境の実
態を明らかにし、高齢化先進県である鹿児
島県の地域コミュニティの在り方について
の知見を得るものである。
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2．研究の方法
2-1．調査対象地域の概要

本調査対象地域は、昭和35年に土地区画
整理事業における都市計画決定がなされ、
工事概成が昭和41年度の住宅団地である。
鹿児島市のほぼ中心部に位置している。詳
細は前報に示す。
2-2．調査の方法とこれまでの分析の結果

鹿児島市で早期に造成された住宅団地に
おいて、昭和62年以来継続されている「Ｍ
独居老人給食会」に会員登録している54人
中43人に対して訪問面接調査を行った（表
１，表２）。

回答者43人は全員が73歳以上であり、そ
の93％が後期高齢者である。30％が独居年
数20年以上である。回答者の67.5％が集合
住宅（公営住宅：県営、市営）居住者であ
り、借家居住者が約70％である。88.4％が
通院しており、全体の約42％（18人）が介
護認定を受けており、デイサービス利用者
はその72.2％である。日常生活での外出頻
度は、「ほとんど毎日」（58.1％）と「週に
３～４回」（32.6％）の合計で約90％となり、
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大多数がよく外出している。「Ｍ独居老人
給食会」には、食事に参加する高齢者と、
食事だけでなく、ボランティアで調理も行
う高齢者がいることも明らかになった。ま
た、毎月徒歩で参加する高齢者がほとんど
であるが、参加する人の中には足が不自由
な人がいる。会場近くのストアの入り口に
置いてあるベンチや、公園のベンチがその
ような人々の休憩の場だけでなく、高齢者
の交流の場、情報交換の場にもなってお
り、設置意義の大きさが明らかになった。

食事の評価が高い給食会は、一方では相互
の安否確認、交流、つきあいの広がりに大き
な機能を果たしていることが確認できた。

3．結果と考察
3-1．住居形態と住環境

（１）住居の所有形態は表３に示すとおり
で、借家居住者30人、持家居住者13人であ
る。また、住居の形態から見ると集合住宅
居住者30人、戸建て住宅居住者13人である。

本稿では、住居や近隣とのつながりを集合
住宅と戸建という住居形態からも分析する。

（２）現在の住宅や住環境で困っているこ
とについて、「困っていることはない」が
24人であるが、「建物が古く台風や地震が
こわい」と回答した４人と「手すり未設置」
と「段差の問題がある」と回答した各１人
は、戸建持家居住者である。「日当たり、
通風、騒音」が３人、また「家が広すぎる、
部屋数が多く、掃除が大変等」と３人が回
答している。いずれも公営住宅居住者であ
る。居住者の高齢化に伴う公営住宅のミス
マッチ注１）が表れている。また、バリアフ
リーの解消が自己負担で解決困難な持家居
住高齢者の様子がうかがえる。
3-2．子どもとの関係

子どもが「いる」人は37人、「いない」

人が４人、無回答２人である（表４）。子
供の数は、５人から１人で、最も多いのは
２人、平均子ども数は2.5人である。

（１）「子どものいない人」４人は全員が兄
弟姉妹が３人か４人いる。その内の３人は
兄弟姉妹が市内に居住しているが、１人は
兄弟姉妹全員が福岡以遠である。

表１　調査対象地区の人口と高齢化率

総人口 高齢者数 高齢化率
市全体 604,133 126,977 21.0％
１丁目 3,771 791 21.0％
２丁目 2,853 795 27.9％
６丁目 3,630 651 17.9％

表２　回答者の概要
性別 （人） 独居年数 （人）

男 2人 ３年未満 2
女 41人 ５年未満 7

年齢（歳） （人） 10年未満 4
65～69 0 20年未満 15
70～74 3 20年以上 13
75～79 10 無回答 2
80～84 19 20年以上の人の平均年数 34年

85～ 11 配偶者 （人）
平均年齢 82歳 死亡 41

年齢幅 73～93歳 いない（結婚歴なし） 2

表３　住居形態と所有形態

１ 公営住宅 29 集合住宅
30２ 持家アパート 1

３ 戸建持家 12 戸建住宅
13４ 戸建借家 1

合　　計 43

図１　現在の住宅や住環境で困っていること
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（２）子どものいる人でも、子どもが県外
にしか居住していない人が８人、県内では
あるが市外にしか居住していない人が１人
いる。このことは、本調査対象であるの73
歳以上の一人暮らしの高齢者であっても、
日常的な買い物、通院等に子どもの支援が
期待できない人が24.3％いるということで
ある。一方、28人の回答者は、子どもが同
じ団地内や隣接地域、同じ市内に居住して
いる。なお、子どもたち全員の居住地で最
も多いのは「県外」である。

（３）子どもとのつきあい方で最も多いの
は、「市内」に子どもがいる人では「毎週
来る」、「毎日電話で話す」で、「県外」に
いる子ども場合は、「月に１回来る」、「毎
日電話で話す」である。
3-3．参加している団体、組織
「老人クラブ」注２）33人、「趣味、健康、

スポーツ・レクリエーションのサークル・
団体」26人、「お達者クラブ」注３）20人、「学
習・教養サークル」７人、「公共機関の公
開講座」４人、「ボランティア団体」４人、

「おごじょ会」３人である（図２）。
食事会と合わせて参加している団体、組

織数は、「５つ」７人、「４つ」15人、「３つ」
９人、「２つ」９人、「１つ」１人である（図
３）。

多数の団体・組織に参加し、地域とのつ
ながりを積極的に持ち活動する人が60％近
くいることが明らかになった。
3-4．地域とのつながりとつきあい
3-4-1．日常生活に関する情報源

複数回答で聞いた結果、「友人・隣人」
26人（60.5％）、「新聞・チラシ」26人、「テ
レビ・ラジオ」26人に続いて、「地域の回
覧板・掲示板」24人（55.8％）であった。「家
族」10人（23.3％）と「県や市の広報」６
人（14.0％）がこれに続く（表５）。地域

表４　子どもの人数と居住地
居住地ごとの子どもの人数

子どもの数 回答者数 № 団地内 隣接地域 市内 県内 県外 死亡 不明
5 人 2 1 2 3

2 2 3
4 人 3 1 1 1 2

2 2 1 1
3 2 2

3 人 11 1 1 2
2 1 1 1
3 2 1
4 1 2
5 2 1
6 2 1
7 1 2
8 1 1 1
9 1 1 1

10 3
11 3

2 人 15 1 1 1
2 1 1
3 1 1
4 2
5 1 1
6 2
7 1 1
8 2
9 1 1

10 2
11 1 1
12 2
13 2
14 1 1
15 1 1

1 人 6 1 1
2 1
3 1
4 1
5 1
6 1

いない 4 合計 8 7 21 11 42 1 1
無回答 2

合　計 43 ：県内のみ ：県外のみ

図２　参加している団体、組織
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との関係が深いことが伺える。
3-4-2．普段の近所の人とのつきあいの程度
「親しくつきあっている人がいる」25人、

「立ち話をする程度の人はいる」10人、「あ
いさつをする程度の人はいる」４人、「つ
きあいはほとんどない」１人、「無回答」
２人である（図４）。

（１）「つきあいはほとんどない」と回答し
た１人については、集合住宅居住で20年余
り独居、子ども２人は毎日電話をかけてき
て、月に２回は行き来がある。つきあいが
ほとんどない理由は「同世代の人が近くに
いないから。母の世代ではつながりがあっ
たが、今はない。」である。

（２）「親しくつきあっている人がいる」と
回答した人を住居形態との関係でみると、
集合住宅居住者（公営住宅、持家で集合住
宅居住の合計28人中）が16人（57.1％）、
戸建住宅居住者（戸建持家、戸建借家居住
者の合計13人中）９人（69.2％）で、それ
ぞれ男性１名を含む（表６）。

平均年齢は、集合住宅居住者は82.3歳、
戸建住宅居住者は81.3歳で大差ない。集合
住宅より戸建住宅居住者が「親しくつきあ
う」人が多い。
3-4-3．地域とのつながりに対する意識

（１）地域とのつながりの必要性について
「とても必要だと思う」が37人（86.0％）

で多く、「どちらかというと必要」は３人
（7.0％）、「どちらかというと必要ない」と
答えた人が１人（2.3％）いた（図５）。
「どちらかというと必要と思う」３人は

集合住宅居住者で、「地域のつながりはあ
まり感じない」と答えている。内１人は、
76歳で、独居年数は50年以上、「同世代の
人がいないので」近所とのつきあいはほと
んどなく、「地域の見守り活動はほとんど
行われていない」、また、「日常支えてくれ る人はいない」と回答し、最も支えてくれ

図３　参加している団体、組織の数

表５　日常生活関連情報の取得

1 テレビ、ラジオ 26
2 友人、隣人 26
3 新聞、チラシ、雑誌 26
4 地域の回覧板、掲示板 24
5 家族 10
6 県や市の広報 6
7 インターネット、携帯電話 6
8 職場 0
9 その他 2

合　　計 43
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る人については無回答である。
「どちらかというと必要ない」１人は、

独居年数が20年以上、兄弟姉妹が歩いて５
分位内におり、「地域の見守り活動はほと
んど行われていない」と回答している。

（２）現在住んでいる地域のつながりをどの
程度感じているかについて
「とても感じる」27人（62.8％）、「少し

感じる」５人（11.6％）、「あまり感じない」
６人（14.0％）、「感じない」２人（4.7％）、

「わからない」１人（2.3％）、「無回答」２
人（4.7％）であった。「とても感じる」、「少
し感じる」の合計は32人で、全体の74.4％
である（図６）。

地域のつながりを「あまり感じない」６
人、「感じない」２人は、集合住宅７人、
戸建１人で、集合住宅だからつながりが強
いといえない事例である。なお、「あまり
感じない」６人のうち３人は、地域のつな
がりは「とても必要だ」と回答しており、
他の３人は「どちらかといえば必要だと思
う」と回答している。

地域のつながりを「感じない」２人には
子どもはいない。うち１人は「兄弟姉妹が
市内の比較的近くに居住しており、日常的
に弟が子どもと共に買い物に連れて行って
くれる。また同じ集合住宅の友人が毎日安
否確認に来てくれる。」と答えている。他
の１人は、「３人の兄弟姉妹が県外居住だ
が、自動車で40分の町にいる親しいいとこ
が月に３回来るし、週に２回は電話で話
す。そして近所の友人が日常支えてくれ
る。」状況である。
3-5．日常生活と地域での支援
3-5-1．日常生活で困っていること

現在、生活で困っていることがあるかの
問 に、「 困 っ て い る こ と は な い 」25人

（58.1％）、「自分や家族の病気のこと」６

人（14.0％）、「炊事、洗濯、掃除、ゴミの
分別やゴミ出しなど身、の回りのこと」４
人（9.3％）、「生活必需品の買い物のこと」
３人（7.0％）、「自分や家族の介護のこと」
１人、「家族等との（知人を含む）人間関
係のこと」１人（2.3％）という回答であっ
た。

過半数は困ったことはない現状である
が、家事等の身の回りのことや買い物につ
いては今後加齢が進む中で、更に地域の支
援を検討する必要がある。
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図６　地域のつながりを感じる程度

表６　住居形態と近所づきあい

公営住宅 戸建
持家

戸建
借家

アパート
持家 不明 計

1
親しくつ
きあって
いる

16
（55.1％） 9 25

2

立ち話を
する程度
の人はい
る

8
（27.6％） 2 10

3

あいさつ
する程度
の人はい
る

1
（3.5％） 1 1 1 4

4
つきあい
はほとん
どない

1
（3.5％） 1

5 不明 1
（3.5％） 2 3

合　計 27
（100％） 12 1 1 2 43



－26－

南 九 州 地 域 科 学 研 究 所　所 報　第 29 号（2013）

3-5-2．困っているときに支えてくれる人
と、最も支えてくれる人

困っているときに支えてくれる人が「い
る 」 は37人（86.0％）、「 い な い 」 ４ 人

（9.3％）、「無回答」２人（4.7％）である（表
７）。

（１）「いる」と答えた37人が「最も支えて
くれる人」と回答した内容は、「子ども」
が最も多く24人（64.9％）、次が「近所の
知人」で７人（18.9％）、他は、「兄弟姉妹」、

「孫」、「親戚（甥）」、「民生委員」が各１人
で、「その他（次男の嫁。しかし孫が生ま
れて忙しくなった）（息子の嫁）」が２人で
ある（図８）。
「近所の知人」と回答した人の住居は、

集合住宅５人、戸建持家２人である。また、
子どもがいないか、いても県外にいる人が
過半数である。

（２）支えてくれる人が「いる」と答えた
37人の「最も支えてくれる人」の居住地は、

「歩いて５分以内の近所」16人で、続いて
「鹿児島市内」15人、「県内の他市町村」５
人、「県外」１人である。調査対象地域は
交通の利便性の高い地域で、「鹿児島市内」
へは市営、民営のバスを利用できる。
「歩いて５分以内の近所」にいて最も支

えている人の内訳は、子ども６人、知人６
人、親戚１人、孫１人である。

（３）「いない」と回答した４人の普段の近
所づきいは、「親しくつきあっている」、「あ
いさつをする程度」、「立ち話をする程度」、

「つきあいはほとんどない」に各１人であ
る。
3-6．緊急時・災害時の地域での支援
3-6-1．災害時の避難所
「知っている」は31人、「知らない」10人、

「無回答」２人である（表８）。
「知らない」人のうち８人が集合住宅居

住、２人が戸建持家居住である。
3-6-2．避難時に手助けを頼める人
「近所の人」22人、「別居の子ども、親族」

６人、「民生委員」２人、「自治会・町内会
等の防災組織」２人、「いない」４人、「避

図７　日常生活で困っていること

表７　困ったときに支えてくれる人
1 いる 37
2 いない 4
3 無回答 2

合　計　 43

図８　日常生活で困ったときに最も支えてくれる人
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難しない」２人等である（表９）。
手助けを頼める人は「いない」と答えた

４人は、76～82歳である。その内、「けが
や急な病気などの緊急時に連絡を取る相
手」として「誰もいない」と答えたのは１
人で、３人は「別居の子どもや親戚」と回
答している。

また、「避難しない」と回答した２人は、
80歳、82歳で緊急時には「別居の子ども・
親戚」、「上と隣の近所の人」に連絡すると
している。
3-6-3．けがや急病などの緊急時の連絡相
手
「別居の子ども・親族」25人（58.1％）、

「近所の人」11人（25.6％）、「民生委員」
１ 人（2.3％）、「 通 報 シ ス テ ム 」 ３ 人

（7.0％）、「誰もいない」１人（2.3％）、「無
回答」２人（4.7％）だった（図10）。
「別居の子ども・親族」が約58％と多く、

「近所の人」も25.6％と頼りにされている
ことがうかがえる。
「誰もいない」と回答した１人は、集合

住宅居住者で、20年以上一人暮らしを続
け、市内に居住している２人の子どもから
は毎日電話連絡がある。子どもに気を使わ
せるという理由で同居は望んでいない。食
事会の他に３つの集まりに参加していて、
市の中心部まで通院し、子どもの家に出か
けるなど活動的な生活を送っている。同世
代の人が近所にいないという理由で地域で
のつきあいはほとんどない。近所づきあい
よりも同世代や元の職場の OB とのつきあ
いが多い。
3-7．地域の一人暮らしの高齢者や認知症
の方々の世帯の安否確認や見守り活動につ
いて　

居住地域における、一人暮らしの高齢者
や認知症の方など、援護を要する世帯への

安否確認や見守り活動についてどう感じて
いるかという問に、「十分行われている」
６人、「どちらかといえば行われている」
15人、「どちらかといえば不十分だと思う」
６人、「ほとんど行われていないと思う」

表８　災害時の避難所
1 知っている 31
2 知らない 10
3 不明 2

合　　計 43

図11　地域の安否確認や見守り活動

表９　避難時に手助けを求める人
1 近所の人 22人 51.2%
2 別居の子ども、親族 6人 14.0%
3 民生委員 2人 4.7%
4 自治会・町内会等の防災組織 2人 4.7%
5 いない 4人 9.3%
6 避難しない 2人 4.7%
7 管理人 1人 2.3%
8 救急車 1人 2.3%
9 不明 3人 7.0%

合　　計 43人 100.0%

図10　緊急時に連絡する相手
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８人、「わからない」６人、「無回答」２人
だった（図11）。
「十分行われている」、「どちらかといえ

ば行われている」と肯定的に評価している
のは合計21人で、全体の48.8％である。一
方、「どちらかといえば不十分だと思う」
と答えた６人中、集合住宅居住者は５人、
戸建持家居住者は１人である。「ほとんど
行われていないと思う」８人中、集合住宅
居住者は５人、戸建持家居住者は３人であ
る。否定的な評価は、集合住宅居住者の
35.7％、戸建持家居住者の30.8％で、集合
住宅と戸建住宅の差は見られない。

4．まとめと考察
4-1．まとめ
　一人暮らし高齢者の生活・人的交流につ
いて、以下のことが明らかになった。

（１）公営住宅の全国的な課題であるミス
マッチの問題が、居住者の家が広すぎると
いう回答に現出している。

（２）また、手すり設置や段差解消が未整
備で困っている持家居住者がいる。

（３）全員が組織や団体に参加しており、
その数の最も多いのは５つ、最も多くの人
が所属している団体数は４つである。

（４）子どもがいる人の１／４は市外以遠
に居住している。60％近くの人は日常生活
で困っていることはないが、病気や家事、
買い物について困っている人が複数いる。
子どもはいないが、市内居住の兄弟姉妹か
ら気遣ってもらっている人もいる。

（５）「困っているときに支えてくれる人は
いない」と答えた人で近所づきあいもほと
んどなく、緊急時に助けを求める人もいな
いと答えた人でも、いざという時に子ども
の支援は可能な状況であることから、孤立
している高齢者はいない。

（６）避難所を知らない人が10人いる。避
難時に手助けを頼める人がいない、避難し
ないという人がいる一方で、近所の人を頼
りにしている人が「避難時」に51.2％、「緊
急時」に25.6％おり、地域への期待が大き
い。

（７）地域のつながりがとても必要と86％
が考えているが、現在地域のつながりがあ
ると思っている人は約75％でる。集合住宅
と戸建との関連はみられない。

（８）地域の一人暮らし高齢者や認知症等
の人々の安否確認や見守り活動への評価は
50％に満たない。
4-2．考察

避難所を知らない、家事や買い物に困っ
ている、戸建住宅でバリアフリーが未解決
であるという問題には、情報提供方法の検
討、実態把握や対策検討を地域の組織で行
い住環境整備を地域全体で努める必要があ
る。

また、日常生活の情報取得、困っている
ときの支え、避難時の手助け、緊急時の連
絡相手として近所の人々が大きく期待され
ており、地域のつながりの必要性も十分認
識されている。一方で、現実の地域のつな
がりや、安否確認・見守りはまだ十分では
ないという回答結果から、今後改めて高齢
者の生活を中心にした視点からの対策が課
題となる。

早い時期に開発された都市部の丘陵地の
住宅団地であることから、高齢者の徒歩で
の移動の困難さを始めとする地域の問題
は、他地域より早く顕在化しているといえ
る。また、調査対象者のほとんどが後期高
齢者であることから、都市部の今後の高齢
者の課題が明らかになったといえる。高齢
者の視点に立ったコミュニティの再構築が
求められる。
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今後、地方の過疎・高齢地域の高齢者の
生活・人的交流の実態を明らかにし、都市
部との比較を行う予定である。

注
注１）単身の高齢者世帯が広い住宅に居住し、子ど

ものいる世帯が狭い住宅に居住するという状
態で、特に居住年数が長い単身高齢者がいる
公営住宅で問題となっている。

注２）高齢者（老人）クラブ；鹿児島市では60歳か
ら加入できる。仲間づくりとして研修旅行、
誕生会、親睦会、ふれあい事業等がある。健
康の保持増進を目的とする健康教室、グラウ
ンドゴルフ、ゲートボール、行事等があり、
知識や経験を生かす目的でカラオケ、踊り、
囲碁、俳句、その他が催されている。また、
地域社会への貢献を目的に、子供の見守り
隊、友愛活動、交通安全教室、町の美化運動
等がある。（鹿児島市の HP をもとに作成）

注３）お達者クラブ
　老化等により心身の機能が低下している虚
弱者等を対象にして、身近な公民館等で絵
画・工芸等の創作を中心とした活動、レクリ
エーション及びスポーツなどを通じて、閉じ
こもりや孤立等の社会的障害の回復または予
防のための訓練を地域ボランティア等の協力
を得て行う活動。（鹿児島市社会福祉協議会
HP より）
　対象は、心や体の衰えを感じているおおむ
ね65歳以上の人。場所は、地域の公民館、福
祉館、集会場など（平成23年４月１日現在
239ヶ所が活動中）。内容は、介護予防のため
の歌唱・創作活動（折り紙、ちぎり絵など）、
健康体操（らくらく体操・お口体操など）、
健康講座（脳活性化・転倒予防・低栄養予防・
口腔機能予防など）、健康チェック、個別相
談などで、健康づくりと介護予防を目的とす
る。月２回開催で、料金は無料だが、材料費
などは実費負担。（鹿児島市の HP をもとに
作成）
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